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おわりに

日本港湾経済学会第29回，川崎港大会で「横浜港における港湾産業の生産

力構造」（＼）と題Lて．輸入貨物の流通過程で港湾産業の業種間でどのような

生産関係にあるかについて報告した。輸出貨物の流れについては，乙れと時

を相前後して「輸出にみる港湾産業の生産力構造」（ 2）と して公表した。それ

らでは，輸出入貨物について港湾のなかで、の流通形態を幾っかに分け，その

経路ごとに作業を抽出し，それぞれK料金を適用 し．トータノレで幾らかかる

か コストを算出した。ζれにより ，l卜ンの貨物が港湾を通過するのに幾

らかかるのか，といった観察ができた。

さらに本年に入って，上記に見たような横浜港の港湾産業の相互の生産の

関係が年を追うにしたがってどう変化してきたのか，昭和35年を手始めに．

5年刻みに平成2年にいたるまでのおよそ30年聞を観察した。その結果を

「横浜港における港湾産業の生産力構造の変遷」として報告したりiそうし
た研究の結果，さらに幾つかの課題が残されている乙とが明らかになった。

その一つは，前記論文では業聞の関係を図示したが．乙れを投入と産出の関

係で表示したほうが理解を助けるであろう乙と，さらにもう一つ．筆者が今

回用いたマルチプランという表計算ソフトを利用すると．条件を幾通りか設
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定し， 結果を観察して将来を予測することができる。乙のζとから，いくつ

かの方向を示唆する ζとによって，問題を提起しうる，乙の二点である。

今回の拙論は． ζうした前述の論文によって触発された幾つかの間題に応

えようとするものである。

l節では．本論を理解するために必要な限りにおいて．既述の論文の要約

をする。

2節では，前出の論文の結果について概説する。

3節では，港湾産業における業種聞における関係を表示し，概説する。

4節では，モデノレlζ幾通りかの条件を与え，業種相互間の関係位かどう変

わるか，を見る。乙乙では

(1）貨物量は平成2年度と変わらないか定期船貨物の95%がコンテナ化され

たばあい。

(2）貨物量は平成2年度とかわらないがコンテナ貨物の50%がコンテナ扱い

（荷主戸口でコンテナ詰め出しされ，港湾は通過する）となったばあい。

(3）貨物がすべて5%増加し， それらはすべてコンテナ化され， それらが公

共埠頭を通過する乙ととなるばあい。

(4）し、ささか乱暴だが「コンテナ輸送なかりせばJの前提で，平成2年の貨

物量のままで，コ ンテナ貨物はすべて経岸貨物として扱い，横浜港通過貨物

がコンテナ輸送を利用しなかったばあい。

の四通りについて，業聞にどのような変化があるかを観察する。

なおデーターはすべて「横浜港統計年報」（刊の各年度版を利用し．平成2

年については速報によった。また荷役料金については昭和63年版「横浜港港

湾料率表」（5）によった。

マルチプランで組んだモデノレには．統計年報の品目分類のうちの大分類．

経岸貨物量，コンテナ貨物量，鮮貨物量，公共埠頭貨物量，民間埠頭貨物量．

を用い，貨物をさらに分類する必要のあるもの，つまり原油等，車両，鉄鋼．

原木， 麦等を中分類によって入れた。

1 .港湾機能相互間の生産関係
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前掲論文等では，港湾産業間での関係性が主たる関心事であった。そ乙で，

まず，港湾を通過する貨物については）コンテナ貨物.(2）公共埠頭通過貨物，

(3）民間埠頭通過貨物iζ分けた。

つぎに.(1）コンテナ貨物については ①C F Sを経由する貨物。②コンテ

ナ扱い貨物（荷主戸口でコンテナ詰め出しされる貨物）。＠他港湾でコンテ

ナ詰め（出し）される貨物。④横浜港まで（から）は個品で運搬され，横浜

港で港湾運送事業者の手でコンテナ詰め（出し）される貨物，の4種類lζ類

別した。

ついで.(2）公共貨物について，輸出では①鮮積雑貨．②騨積鋼材，＠経岸

車両，経岸雑貨，⑤TRS貨物（TerminalReceiving System貨物， Jjlj名

ダイレク ト・ロード。本船着岸直背後上屋lζ入庫し，通関等がその場で行わ

れ， 着岸船舶に船積みされるものJの5通りに分け．輸入では①いかだ，＠

鮮積雑貨，③経岸雑貨，④経岸夕、イレク 卜（コンテナや車両や前記TRSの

逆コースをたどるもの），＠経岸車両lζ分けた。

表1 港湾産業聞における生産関係 （平成2年）
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最後lζ，（3）民間貨物l乙ついて，輸出では①経岸雑貨，②経岸鋼材．①経岸

車両，④自手積雑貨の4通りに．輸入では小麦を①サイ ロ通過貨物とし． ①経

岸車両，①経岸雑貨，＠自手積雑貨．の4通りに分けた。なお．原油等は港湾

産業lζ関係の乏しい流通の形態を確保しているので，全体の貨物量のなかに

は含まれるが，乙乙では除外分として控除した。

乙のように，流通経路および貨物を区分したが，それらはそれぞれ料金が

異なる乙とによる。ついでそれぞれの所要の作業を抽出 し，それぞれに料金

を適用して経費を算出した。乙う して，作業Kともなう売上額によって，業

種相互間にどのような関係があるかをみた。それはたとえば平成2年におい

て横浜港を l卜ンの貨物か通過すると．表 lのような関係性を有する ζとか

明らかになった。

なお，今回の一般港湾運送事業と海運貨物取扱業の聞の数字は前回と大幅

に異なる。海貨も一般港湾運送事業なので，前回は海貨業における港湾運送

を主宰する部分についてはー搬港湾運送事業としての売上に計上した。今回

はエージェン ト業および元請業を一般と し， 個品限定を海貨と して分類した。

その結果，両業種聞における額lζ大きな聞きを生じた。

2.生産関係の推移

はじめに，過去30年間の貨物量の変化について概観しよう。表2及び表3

は港湾内における輸送手段別に，乙の30年あまりの貿易貨物の量的変化を表

示したものである。

昭和35年を初年度としたが，コ ンテナによる一貫輸送がはじまるのが40年

代で．いわば近代的港湾運送の曙光が見え始めた年という理解である。

表2を見ょう。輸出である。昭和35年は未だコンテナ以前で， 294万トン

の貨物のうち鮮経由で船積みされるものが245万 トン，岸壁を経由するもの

が僅か49万 トンであった。港湾施設が未整備で．鮮に依存せざるを得ない状

態であった。



表2 輸送手段別・輸出貨物量の推移
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i恥送手段i3 5年： 40年 ； 45年 ； 00年 ！ 5 5年 ； 60年 ’平成2年
i区官物..！. 245 i 445；師 Jm ；日！ 却？ ？ 
i ！~ ~貰物 I 49 !6G ' 56C 8Ii IG75 ' IR!? 1169 

〆テナ 1 o o 1:;-. 292 6c~ ~% ' 1325 

合計！ 294 ; 6i l : 13GI l !73f: '. 2953 : 3314 ’ 2782 

注・出典・ l出関 r港湾産業の生産力続造の変遷 t渇車産業研究所杭J'i>30!＇所·~ p.26第！ま．
4員浜港統計年~~，積浜市 各年度版より関空作表．干トン1立で四倍五人Lてあるので、合計が必ずしも－I~

Lな ~ ・, 

表3 輸送手段別・輸入貨物量の推移
（即位方？ンj

3 5生 4 0年 」5年 。 50主 " f.年 』 EP年 平成2年

sc: 651 , 732 ' 4Jo , 465 n1 ~ 23G 

220 !86 . 品 44f 6：）~ j GJO ! 799 : 

tコ ノ チナ 1 o ; o , 61 ! . 163 ' 330 sos 1033 ; 

i原池等［ 405 ' J印。 2943 2183 ! J日l l則 l町；
！合計1 1146 . 2幻7 . 4 i 96 ~ 3208 ; 2鉛2 : 25f.J : 3645 

注 ti;典・ l出稿 F港t需産業の生産力f育造の変遷 r;睡耳lE霊祭研究所柑N;.30! 所t'p, 26第2まを一部格正Lたp
償詰主権統計年報J検浜市 各年度版よりi問霊作表．千トン｛立で四捨五入してあるので、合計が必ずしもー殺
しない．

~ • 0 0 0 

3 000 

2. 0 00 

I O 00 

35 

図1 輸出貨物量の推移（単位万トン）

10 15 

I -", ~ 合計
／ 

,j ~コンテナ

’ 1~緑岸貨物

、、－j°＂＇解貨 物

50 55 60 2 

注： lH典 !:Ii問 I横浜地における港湾産業の生定力4荷造の変i想jj師事産業研究所報t>b.301
p, 27 第 l 図「粕HI 貨物暦の Ill.移 J による。なお本闘は筆者が「横浜港統計年~uJの各
年度版から網干担作表したものとある。

5 



横浜港における港湾産業の生産力構造の推移と展望

図2 輸入貨物量の推移（単位万トン）
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lζ達する。コンテナ貨物は順調に増加の一途をたどる。コンテナは通常岸壁

ζζでは経岸貨物とは区別している。つまり経を経由する貨物ではあるが．

岸貨物とはコンテナ以外の貨物で，岸壁を経由して積み卸しされる貨物の意

味である。

鮮貨物は55年をピークiζ減少に向かう。特iζ最近の落ち込みは激しい。代

わってコンテナが増加している。乙の辺りを図示すると図 lのようになる。

表2が輸入である。

昭和45年あたりをピークに鮮貨物量は減少に向かっている。総量が乱高下

しているが，原油等の貨物量の変動による。

乙乙では原油等を区別した。原油はその他の貨物とは異なり港湾運送業の

手を経由しない流通形態を確保している。そして乙乙には原油，重油．石油

製品を合計しである。

表では．原油等は45年の輸入量がピークであった。 48年のオイノレショ ック

で諸産業における省エネノレギーが進み．以降．減少傾向が続いている。もっ
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とも，乙れはやや浅薄な観察で，乙乙では輸出入のみを対象にし 移出入に

ついては触れていなし、。オイノレショック以降．原油の備蓄などが進み 流通

形態も変化しているはずで 横浜港においても輸入の減少分を移入で補って

いるのかも知れないが．乙 ζではそうした観察をしていない。いずれは移出

入における港湾産業の関わりをみる必要もあろうから．その折に触れたい。

解貨物は暫減を続け，経岸貨物ならびにコンテナは順調に増加している。

以上のような方法で．各年における貨物量等をモデノレlζ算入し． 得られた

結果を夕、ラフ表示すると図3のようになった。

図3 主要業種における挙収額の推移 ur1.Ji/. 百万円）
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3.生産関係の現状

平成2年の輸出および輸入貨物量をすでに述べた方法で解析し．それぞれ

の作業料金を積算し， 業種ζとに収受すべき額を算出した。周知のとおり港

湾のばあい，一般港湾運送事業としてエージェン卜業，元請業および海運貨

物取扱業が港湾運送を主宰し．船内荷役業をはじめその他の港湾運送機能を

統合して港湾需要に応える構造をもっている。そしてζのばあい，エージェ

ン卜業を需要するのは船会社であり．元請および海貨を需要するのは荷主つ

まり商社やメーカーとよばれる貿易の主体である。船社はまた港湾経費の総

てを運賃lζ含めて荷主lζ請求する。

港湾運送料金は，諸々の作業について詳細にさだめられているが．港湾運

送を主宰する料金がない。主宰するという乙と，つまり港湾における諸機能

を合目的的に組み合わせてよりよいサービスを提供するノウハウlζ対しての

料金がない。したがって一般港湾運送事業者は．港湾機能の利用者に対して

は，各種作業料金を積算して請求し 下請けといわれるそれぞれの機能を提

供する専業者には管理料金を差し号 I~ 、て下払いする。

乙乙では各種料金をそれぞれの専業者の産出とし，それらが一般港湾運送

事業あるいは海運貨物取扱業lζ売られると した。 一般港湾運送事業の各種作

業の管理費は．差し号｜し、たものが下払いされる現実はあるが．一般港i湾迎送

事業の産出であってそれぞれの専業者に売られるという表現をとった。とう

して作表したのが表4である。

簡略化する目的で集約した部分がある。検数業にとっては．船会社．エー

ジェン卜業および海貨の三者が主要な顧客である。それを海貨にひとまとめ

にしてしまった。沿岸荷役ではトラック手伝いとして陸連から得べきもの等

がある。算入しであるが．別項目をたてなかった。そうした点でやや詳細を

欠くが．ともかくも業聞の関係性を額表示した乙とに満足している。

なお， ζれは輸出入のみを勘案したものであって。横浜港の港湾産業の産

出の総てではない。そのためには． 移出入を算入しなければならない。
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表 4 輸出入における港湾産業の生産関係

号E 1民 門
船社 一滋 i量笠 船白 控 1往還 1週連

7698 822 
682 11088 

詰盟
37654 

旦盟
26688 
7251 

7860 

旦旦」旦盟
2004 
122967 
26 
2 
1951' 1826 162 2630 195 

78698 287855 ' 9524 ' 844 13718 1017 

4.若干の課題と展望

(1) ケース l

官頭K述べたとおり， 今回の研究には幾つ

かの条件を設定して業聞の関係の変化を予測

する乙とも含まれている。はじめに，コンテ

ナ化がさらに進展したばあいを考えてみよう。

輸出入荷物量は全く平成2年と変わらず．貨

物の種類にも変化はなく，コンテナが港湾を

通過するルートの割合lとも変化はない．とす

る。ただ，定期船貨物の95%がコンテナ化さ

れたという条件とする。

結果は図4のとおりとなった。

貨物量が全く増えていないにも拘わらず，

陸連が増収となる。海貨と沿岸が微増で船内

がやや大きく減収となり．倉庫および一般が

微減する。鮮は横這いである。

図 4 95%コンテナ化
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10 償浜港K.おける港湾産業の生産力構造の推移と展望

（単的：百万円）
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つぎのばあいを想定しよう。乙れも極めて

あり得べき条件設定である。

貨物量も品種も全く平成2年と変わらない。

コンテナ貨物も総量としては変わらない。た

だし．荷主戸口でコンテナ化する貨物（し、わ

ゆるコンテナ扱しつが50%を占め 5%が

CF S扱い＇ 45%が横浜港で取り扱われると

する。つまり，港湾における物流の形態のみ

が変化したという想定である。

結果は図5のとおりとなった。陸連，船内，

倉庫．一般．鮮と現状のまま推移し． 海貨と

沿岸が相当の減収となる。コンテナ詰め 出

しが沿岸荷役の相当部分を占めている乙とと

それらが主として海貨の主宰する部分である

乙とを考えあわせれば当然の帰結といえる。

図5 50%コンテナ化
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11 横浜港における港湾産業の生産力構造の推移と展望

陸運については，荷主が自家輸送する，あ
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貨物量5%増加図6
るいは港湾産業とは無関係に陸上輸送すると

いう想定であるから増減がないが，数字の上

では微減である。現実には荷主の自家輸送な

トータルで‘の陸連貨物

には変化はあるまし、から微増する乙とになろ

どほとんとあり得ず，

ケース 3

つ。

(3) 

図・ 6 Iζ示したシミーレーションは貨物量

それらは総てコンテナ輸送にが5%増加し．

吸収されてしまったばあいである。ケース l

とそう大きな違いが見出せない。陸連，海貨，

沿岸は微増である。コンテナ貨物量の 5%増

HX H2 560 加は．定期船貨物の95%コンテナ化とおよそ

量的に均衡するからであろう。船内の減少傾

コンテナ輸送なし図7向にやや歯止めがかかったかに見えるのは個

品での取扱貨物量が減少しないからであろう。

)¥ 
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倉庫の減収はその理由が明確でない。輸出輸

JOO (100 入ともに公共埠頭扱い量が増加し，民間埠頭

。~ i毎貨t及し、が減る。倉庫の上屋的利用を全く考慮し
80.000 

ていない乙とによるものと思われる。

ケース 4(4) 
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やや乱暴な想定だが，貨物量も品種別構成

。onoo コンテナ輸送がなかっも全く現状のままで，

たとしよう。コンテナ分は経岸荷役されたと

20. (1Q0 する。図7のようKなる。
~－冊官

ててで一~－－1 ~~＂＇ 劇的な変化が陸運の上iζ現れる。売上は昭

llX 112 SGO 
和60年以前の状態lζ激減する。コンテナ輸送

という輸送形態が発生せずして貿易貨物量が
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現在のように増えたら，恐らくは昭和45年乙ろから多少の変動を伴いながら

も直線的に乙のHXの値に収飲した乙とであろう。 他業種についてもほぼ同

様の乙とがい，える。

海貨が微減である。コンテナにおける扱い量が減っても，それが貿易貨物

として海貨の手を経由して港湾を通過する以上 そして港湾における諸制度

が変わらぬ以上，激震に襲われる乙とはないであろう。

沿岸荷役は大幅な売上の低下を招来する。コンテナ ・ターミナノレにおける

取り扱いを沿岸荷役業の売上に計上するモデJレを組んであるが，乙の部分が

なくなるのだから当然の帰結といえる。つぎに，コンテナ詰め（出し）は手

数のかかる作業なので単価が一般の荷役とは異なる。乙の貨物の作業量が少

なくなる部分の影響もあろう。

そのぶん船内荷役の増加になっている。全く沿岸の裏返しの事情にある。

倉庫業の激増はコンテナ・ターミナノレを経由しない貨物が．公共埠頭と民

間埠頭を現在と同じ配分で通過する乙ととなった乙とによる，民間埠頭の倉

庫保管貨物の取扱量の激増による。

一般港湾運送事業の微増も，在来船貨物の増加により，主宰する乙とによ

る跳ね返りによる。

解回送業は変化がない。乙れは前提条件を変えていないので，当然、の帰結

である。

おわりに

興味ある結果が得られた乙とにある種の満足を感じている。

業界l乙警鐘をl鳴らす乙とが目的でもないし，政策に提言する乙とを意図す

るものでもない。 ζ乙では純粋に数字を扱って現象を分析し．現状を理解な

いしは説明をする乙とが目的であった。そうした意味では4節はやや目的か

ら逸脱しているのかも しれない。しかしもし数字がかわったらどうなるか．

シミュレーションには興味をそそられた。（4）のようなあり得べからざる想定

は乱暴に過ぎたとしても，（3）のような 5%増加はあり得ベき条件設定といえ

よう。目的が明確であるなら．その目的に応じたモテゾレを組む乙とが望まし
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いずれにせよ．乙う した分析がパーソナル ・コ ンビューターを用いる乙と

で 個人レベノレでできる時代になった。ソ ロパンや電卓では考えられない労

力の節減である。それだけに，プリンターで打ち出された紙の量は膨大なも

のである。筆者の理論の正当性を主張するにも．誤謬の指摘を受けるにもそ

うしたものの提示が望まれる。が，紙幅の関係でそれらを省略せざるを得な

かった乙とをお詫びする。

注(1) 拙稿「横浜港における港湾産業の生産力構造」 『港湾経済研究』日本港湾経済

学会年報 Nu28 1990年10月25日 p.117

(2) 拙稿「輸出lζみる港湾産業の生産力機造j海事産業研究所報 Nu291 

平成2年 9月20日

(3）拙稿「横浜港における港湾産業の生産力構造の変遷」海事産業研究所報

Nu301 平成3年 7月20日

(4）横浜市「横浜港港湾統計年報」各年度版

(5）横浜港振興協会「横浜港港湾料率表」 1988年 今回の拙論の金額はすべて本表

に基っくものである。


